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平成29年11月２日 

平成 30年度予算編成方針 

 

１．国の動向 

 

「経済財政運営と改革の基本方針2017」においては、少子高齢化など構造的な問題

を克服するため、一億総活躍社会の実現に向け、「600兆円経済の実現」など「新・三

本の矢」を引き続き一体的に推進することにより、国民に広く享受される経済の成長

と分配の好循環を創り上げていくことが示されている。 

国の平成30年度予算の概算要求の基本的な方針においては、「経済・財政再生計画」

の枠組みの下、歳出全般にわたり、今までの政府の歳出改革取組を強化するとともに、

施策の優先順位を洗い直し、無駄を徹底して排除しつつ、「人づくり革命」の実現に

向けた働き方改革や人材投資等を推進するため「新しい日本のための優先課題推進枠」

を設けるなど予算の中身を大胆に重点化することが示されている。 

こうした中、地方財政についても、地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一

般財源総額について平成29年度地方財政計画と同水準を確保するとされているものの、

国の一般会計の概算要求が100兆円を超えていることを踏まえると地方交付税等につ

いて厳しい調整が行われることも予想され、地方交付税、社会保障制度、税制改正な

ど今後の予算編成の動向は不透明であり、国の動向を十分注視していく必要がある。 

 

２．本市の財政状況及び今後の財政見通し 

 

本市の財政状況は、これまでの行政改革大綱等に基づき、歳出削減や歳入確保等

に努め一定の成果を収めてきたものの、人口減少と高齢化が進み、歳入では、地方

交付税等の減少、歳出では、社会保障関係費等の増加等により、平成28年度決算の

経常収支比率は92.6％と依然硬直化した状態が続いており、平成29年度の予算編成

でも財政調整基金を始め、各種基金の取り崩しにより対処してきたところである。 

今後も、地方交付税等の減少や社会保障関係費等の増加に加え、公共施設等の老

朽化による更新維持管理費の増加などが見込まれており、引き続き、厳しい財政状

況が続くものと見込まれる。 

平成30年度の予算編成にあたっては、このような状況を鑑み、全庁体制で持続可

能な財政基盤を築くため、第３次行政改革大綱等に掲げた取組項目の適切な推進に

より、単年度の収支バランスの改善と様々な施策を実行するための財源を確保しな

がら、これまで以上に既存の事務事業の取捨選択、優先順位の徹底、ゼロ予算の検

討、公共施設等の適正な配置など抜本的な見直しによる行財政改革に取り組み、喫

緊の行政課題に対応するために予算の重点化を図る必要がある。 
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３.予算編成の方針 

 

今後、極めて厳しい財政状況が予想される中、平成30年度の予算編成は中長期的

な財政の健全性を堅持することを前提に本市将来像の実現に向け、次に掲げる方針

に基づき行う。 

 

記 

 

１．政策的事業の推進 

    平成31年度までの計画期間を見据え、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲

げる施策については、国庫補助金等を活用しながらＫＰＩ（重要業績評価指標）の

達成に向けた事業の実効性、効率性等を十分分析、検証したうえで重点的に取り組

むこと。 

併せて、市長マニフェストに掲げられた施策・事業についても、優先度、財源等

を勘案しながら具体化に向けて取り組むこと。 

なお、予算要求にあたっては、行財政運営のスリム化や効率化を図るため、重複・

関連する既存事業については統廃合等を十分精査することとし、新規事業や既存事

業の拡充についても、スクラップ・アンド・ビルドを行ったうえで国県補助金・交

付金等の各種制度について広く検討し、できるだけ有利な財源を活用して要求する

こと。また、事業効果が検証できる成果指標（具体的な目標数値）と事業期間（終

期）を予め示した上で要求すること。 

 

 

２．投資的経費の取扱い 

    普通建設事業等の投資的経費については、補助・単独を問わず、市民ニーズや事

業効果を勘案したうえで実施計画における査定枠内での要求を基本とすること。 

また、公共施設の整備にあたっては、公共施設等総合管理計画を踏まえ、既存施

設の長寿命化、多目的化・複合化及び将来を見据えた適正配置を考慮して計画する

こと。 

 

 

３．徹底した行財政改革と経常経費の削減 

    第３次行政改革大綱推進計画に基づき、市民ニーズや事業効果を的確に捉えた事

業の選択と集中による既存の事務事業等の見直しや改善を行うこと。 

    引き続き、前例踏襲からの脱却による歳出経費の見直しを図るため、物件費等の

経常経費（義務的経費、債務負担行為設定額等を除く）に係る各課への配分は、原

則として平成29年度当初予算額の99%以内とすること。 

  また、平成29年度までと期間が定められている補助金等は廃止を前提とし、それ

以外のものについても、その効果等を十分検証し、役割を終えたものやこれまで以

上の効果が期待できない制度は、廃止・縮減も検討すること。 
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４．国・県の動向の把握と対応 

    今後、国・県においては地方創生や働き方改革、人材投資、子育て支援等の実現

に向けた新たな制度改正や経済対策等が予想されるが、関係省庁等の動きについて

は所管課において的確に把握し、財政課と連携を図りながら対応すること。 

   

 

５．市議会等への回答の対応 

  市議会等から指摘を受けて検討・整備すると回答したものや監査委員からの決算

審査等で指摘されているものについては、国県補助金・交付金等の各種制度につい

ても広く検討し、具体化に向けて取り組むこと。 

 

 

６．特別会計・公営企業会計の健全化 

    特別会計・公営企業会計についても、一般会計と同様、徹底した事務事業の見直

し、経常経費の削減を行うこと。また、独立採算の原則を認識し、運営の合理化・

効率化に努めること。 

  特に、国民健康保険特別会計においては、平成30年度から運営主体が県に移管さ

れ、予算の構成や財政的な見通しが大きく変わることから、国・県の動向を注視し

保険料の徴収率向上や医療費の適正化などの財政の健全化に向けた取組を進めるこ

と。 

  また、介護保険特別会計においては、高齢化が急速に進む中、平成30年度からの

第７期計画も引き続き介護保険の安定的な運営による財政の健全化に努めること。 

 

 

 

 

 


